
様式第2号 

 

経 常 建 設 共 同 企 業 体 構 成 員 一 覧 表 

（構成員） 

許可番号 許可年月日 商号または名称 代表者氏名 所在地 

     

     

     

※様式第2号記入要領 

 １ 経常建設共同企業体として資格審査を申請する場合のみ作成してください。 

 ２ 様式第1号（その1）において代表者として記入した者を含めた構成員全員について記入してください。 

 

 

 



様式第3号 

とび・土工・コンクリート工事完成工事高内訳調べ 

 

 直前2期以前の決算より 直前1期の決算より 年間平均完成工事高 

総完成工事高          ｱ       
種 子 吹 き つ け 

うち元請工事高    ｲ       

総完成工事高     ｳ    
モルタル吹きつけ 

うち元請工事高    ｴ    

総完成工事高     ｵ    
ボ ー リ ン グ 

うち元請工事高    ｶ    

総完成工事高     ｷ    

法面処理工事 

その他の法面処理工事 
うち元請工事高    ｸ    

総完成工事高  ｹ=ｱ+ｳ+ｵ+ｷ     

法 面 処 理 工 事 計 
うち元請工事高 ｺ=ｲ+ｴ+ｶ+ｸ    

総完成工事高     ｻ      
交 通 安 全 施 設 工 事 

うち元請工事高    ｼ      

総完成工事高     ｽ      
とび・土工・コンクリート(その他)工事 

うち元請工事高    ｾ      

総完成工事高   ｹ+ｻ+ｽ      
とび・土工・コンクリート工事計 

うち元請工事高  ｺ+ｼ+ｾ      

 

 

 

 

商 号 

または 
名 称 

 

 

 



※とび・土工・コンクリート工事完成工事高内訳調べ（様式第3号）記入要領 

 １ この様式は、「法面処理工事」、「交通安全施設工事」または「とび・土工・コンクリート（その他）工事」について申請する場合のみ作成してくだ

さい。 

  （とび･土工･コンクリート工事の建設業許可を受けていても、資格審査の申請をしない場合は、作成する必要はありません。） 

 ２ 審査基準日の直前の営業年度の決算日からさかのぼって24か月分の完成工事高について記入してください。 

 ３ 審査基準日直前の決算日からさかのぼって２４か月分の「とび・土工・コンクリート工事」の完成工事高について、「法面処理工事」、「交通安全施

設工事」および「とび･土工･コンクリート（その他）工事」に区分して記入してください。 

   さらに、「法面処理工事」については、「種子吹きつけ工」、「モルタル吹きつけ工」、「ボーリング工」および「その他の法面処理工事」に区分して

記入してください。 

 

 【とび・土工・コンクリート工事の区分】  

法面処理工事 各種吹付工、法枠工および法覆工  

交通安全施設工事 
標識、反射鏡、ガードレール等の交通安全施設設置工事であって、道路管理者または公安委員会が設置

するもの 

とび･土工･コンクリート（その他）工事 上記以外の工事でとび・土工・コンクリート工事に該当する工事  

 

 ４ 「法面処理工事 計」および「とび・土工・コンクリート工事 計」の総完成工事高欄の金額（年間平均完成工事高）は、それぞれの経営事項審

査における工事種類別完成工事高表で計算した２年平均の金額と一致している必要があります（工事種類別完成工事高について、３年平均を選択し

た場合には、同表から２年分を抜き出した金額の平均となります。）。 

 

 ５ 金額の単位は、千円単位としてください。



様式第6号 

営 業 所 一 覧 表 

  
商号または名称   

営 業 所 

名 称 許 可 を 受 け た 建 設 業 所 在 地(電話番号) 

 

 

(主たる営業所) 

 

 

(従たる営業所) 

              

計       箇所 

  

（記入要領） 

 １ 主たる営業所（建設業法第3条第1項の営業所のうち同項の許可に係るもの。）以外に営業所（県外営業所含む。）を有す

る者のみ記入してください。 

 ２ 「名称」の欄については、本店または支店もしくは常時契約を締結する事務所の名称を記入してください。 

 ３ 「許可を受けた建設業」の欄には、当該営業所において営業する建設業について、建設業法施行規則別記様式第1号記載

要領の6の表の括弧内に示された略号により記載してください（許可申請書の別表に記載し、許可行政庁に申請または届出

を行っているものに限る。）。 

 ４ この様式に記載すべき事項が記載されている許可証明書その他これに類似する書面がある場合には、当該書面を添付す

ることによりこの様式に代えることができます。 

 

商 号 

または 

名 称 

 

 

 



様式第７号 

営 業 所 調 査 書 
 

商号または名称 
 

営 業 所 等 の 数  
左のうち法に基づく許可を受

けている営業所の数 
 

営 業 年 数  
左のうち法に基づく許可を受

けて営業した年数 
 

区 分 土地および建物の所有 建物のみ所有 土地および建物の賃借 計 

事 務 所 の 数     

事

務

所

の

状

況 建物の延べ面積     

業種 

資格区分 
      

法7条２号イ       

法7条２号ロ       

1 級       法 ７

条 ２

号ハ その他       

法

に

基

づ

く

技

術

者

の

数 計       

その他の職員の数  

常

勤

職

員

の

数 

総 職 員 の 数  

常 用 労 働 者 数  
業種 

発注者 
      

福 井 県 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

その他の公共機関       

民 間       

県

内

完

成

工

事

高 計       

機 械 名 性 能 台 数 機 械 名 性 能 台数 

      

      
建設機械の保有状況 

      

課 税 等 の 状 況 事業税の額  
固定資産

税の額 
 

償却資産の

評価額 

 

受 注 者 発 注 先 材 料 の 取 引 先 そ の 他 

県

内 

営 

業 

所 

の 

状 

況 

 

通 常 の 取 引 関 係 

に あ る 県 内 業 者 
 

 

   

名 称  住 所  
業種 

資格区分 
      

法7条２号イ       

法7条２号ロ       

1 級       法 ７

条 ２

号ハ その他       

法

に

基

づ

く

技

術

者

の
数 計       

その他の職員の数  

常

勤

職

員

の

数 

総 職 員 の 数  

機 械 名 性 能 台 数 機 械 名 性 能 台 数 

      

      

県

外

直

属

上

級

営

業

所

の

状

況 
建設用機械の保有状況 

      

 



※様式第7号記入要領 

  １ 調査基準日は、審査基準日直前の事業年度の決算日とします。 

  ２ 「営業年数」は、事業（建設業以外の事業を含む。）を開始した日から起算し、調査基準日まで

の期間とします。ただし、１年に満たない期間は切り捨て、年単位で記入してください。 

  ３ 「常勤職員の数」の欄 

 ①「法に基づく技術者の数」とは、当該営業所に常時所属する技術者の数とします。なお、２以

上の業種に就き、兼務している技術者については、該当する「業種」の欄にそれぞれ記入して

ください。 

 ②「総職員の数」の欄には、①のなお書きにかかわらず、職員の実数を記入してください。 

 ③「常用労働者」の欄には、当該営業所が工事を施工する際に、常時使用している現場労働者の

数を記入してください。 

  ４ 「県内完成工事高」の欄  

 ① 福井県内における業種別年間完成工事高（審査基準日直前１年間の決算期における業種別完

成工事高）をいいます。 

 ②「その他の公共機関」は、国、市町、公団等をいいます。 

  ５ 「建設機械の保有状況」の欄は、当該営業所が福井県内で常時保有している取得価格２００万

円以上のものについて記入してください。 

  ６ 「課税等の状況」の欄は、審査基準日直前の１年分の状況を記入してください。  

  ７ 「通常の取引関係にある県内業者」とは、県内で建設工事を施工する際、工事の施工に関し取

引をする業者をいいます。  

  ８ 「県外直属上級営業所」とは、当該県内営業所を直接管轄する営業所をいいます。



様式第8号 

経 営 規 模 等 総 括 表 
 
 経営事項審査対象工事種別               工事 

商号または名称 Ａ Ｂ Ｃ 評価対象数値 評点   

工 事 種 類 別
年 間 平 均 完 成 工 事 高 

千円 千円 千円 
(A＋B＋C)＝     X1 

自 己 資 本 額 
千円 千円 千円 

(A＋B＋C)＝     a 

利 益 額 
千円 千円 千円 

(A＋B＋C)＝     b 

経
営
規
模 

    X2＝(a＋b)／2 

経 営 状 況 
点  点  点  A、B、Cの平均 

(小数点以下四捨五入) 
    Y 

工 事 種 類 別
一 級 技 術 者 数 

人  人  人  (A＋B＋C)＝ 
① 

    

(上記のうち講習受講) 
人  人  人  (A＋B＋C)＝ 

② 
    

工 事 種 類 別
基 幹 技 能 者 数 

人  人  人  (A＋B＋C)＝ 
③ 

    

工 事 種 類 別
二 級 技 術 者 数 

人  人  人  (A＋B＋C)＝ 
④ 

    

工 事 種 類 別
そ の 他 の 技 術 者 数 

人  人  人  (A＋B＋C)＝ 
⑤ 

    

  
技
術
職
員
数 

計 (①×5＋②×1＋③×3＋④×2＋⑤×1)＝     d 

工 事 種 類 別
年間平均元請完成工事高 

千円 千円 千円 
(A＋B＋C)＝     e 

技

術

力 

    Z＝d×4／5＋e×1／5 

その他の審査項目(社会性等) 
点  点  点  A、B、Cの平均 

(小数点以下四捨五入) 
  

  

  W 

 
 (注) 「評点」の欄は記入しないでください。 

※総合評点＝0.25×X1(   )＋0.15×X2(   )＋0.2×Y(   )＋0.25×Z(   )＋0.15×W(   ) ＝   P 

※経営規模等総括表（様式第8号）記入要領 

 １ 審査基準日の直前１年の事業年度の決算日を基準とする経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書に基づいて記入してください。 

 ２ 申請する業種ごとに別の用紙にして記入してください。 


